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２ ０ ２ ５ 年 ４ 月 １ １ 日 

イ オ ン 株 式 会 社 

株式会社ツルハホールディングス 

ウエルシアホールディングス株式会社  

 

イオン株式会社、株式会社ツルハホールディングス及びウエルシアホールディングス株式会社 

による資本業務提携に係る最終契約締結に関するお知らせ 

 

イオン株式会社（以下「イオン」といいます。）、株式会社ツルハホールディングス（以下「ツルハＨＤ」

といいます。）及びウエルシアホールディングス株式会社（以下「ウエルシアＨＤ」といいます。）は、２

０２４年２月２８日付で、資本業務提携契約を締結いたしました。その後、イオン、ツルハＨＤ及びウエ

ルシアＨＤは、経営統合を含む資本業務提携の具体的な方法及び条件などについて検討・協議を進め、本

日、資本業務提携に係る最終契約を締結することを決定いたしましたので、以下のとおり、お知らせいた

します。 

 

Ⅰ．資本業務提携の目的 

 イオン、ツルハＨＤ及びウエルシアＨＤは、今後、国内において、医療、健康の地域格差が一層拡大し

ていくとの共通認識を有しています。地方においては、過疎化が進むにつれ、ドラッグストアにおいて生

鮮食品や雑貨を含むワンストップの買い物需要が増加することや、医療、介護、行政等の機能の付加がさ

らに求められるようになると想定されます。経営統合を含む資本業務提携によって獲得する圧倒的なスケ

ールメリット、各社グループが保有する店舗網、ノウハウ、調達網、物流システム、顧客データ基盤等を

最大限活用することにより、こうした新たな需要に応えることのできる、新たな業態の開発や出店が可能

となります。 

ASEAN においても、国内と同様に高齢化が進む地域や、健康保険制度が未発達な地域が少なくありませ

ん。こうした地域における人々の健康寿命の延伸のためにドラッグストアが果たす役割は、ますます重要

になっていくと想定されます。イオングループ、ウエルシアグループが有する中国・ASEAN における店舗

網、人的資源、調達網等を活用することにより、ツルハＨＤ及びウエルシアＨＤの事業展開を一気に加速

することができると考えています。 

イオン、ツルハＨＤ及びウエルシアＨＤは、経営統合を含む資本業務提携が、地域生活者のより高次な

ヘルス＆ウエルネスを実現することにつながると判断し、資本業務提携最終契約の締結を決定しました。

これにより、日本最大のドラッグストア連合体を創成し、競争力の獲得、アジアＮｏ.１のグローバル企業

への成長を目指すとともに、そこで働く従業員の限りない成長機会を創出していきます。 

 

Ⅱ．資本業務提携最終契約に定める資本業務提携の内容 

（１）資本提携の内容 

イオン、ツルハＨＤ及びウエルシアＨＤは、資本業務提携として、以下の取引を実施します。 

これらの各取引により、ウエルシアＨＤはツルハＨＤの完全子会社となり、両社合わせて売上高２兆円

超、店舗数約５,５００を擁する日本最大のドラッグストア連合体を創成し、競争力の獲得、アジアＮｏ.

１のグローバル企業への成長を目指すとともに、そこで働く従業員の限りない成長機会を創出することを

目指します。また、イオンは、自らが保有するツルハＨＤ株式に係る議決権の数の割合が５０.９％となる

よう、ツルハＨＤ株式を取得することで、ツルハＨＤを連結子会社とするとともに、ツルハＨＤは、イオ

ングループのヘルス＆ウエルネス事業を牽引する中核子会社となります。 
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①イオンは、法令等に基づき必要なクリアランス・許認可等を取得したこと等の条件が充足することを前

提に、野村證券株式会社よりツルハＨＤ株式３,５３０,０００株を取得します。これにより、イオンが

保有するツルハＨＤ株式は、既に保有しているツルハＨＤ株式９,６７５,２００株と合わせて１３,２

０５,２００株となり、ツルハＨＤはイオンの持分法適用関連会社となる予定です。 

②本日付でツルハＨＤ及びウエルシアＨＤが締結した、ツルハＨＤを株式交換完全親会社とし、ウエルシ

アＨＤを株式交換完全子会社とする株式交換に係る契約に基づき、法令等に基づき必要なクリアラン

ス・許認可等を取得したこと、及び、各当事会社の株主総会における承認を取得したこと等の条件が充

足することを前提に、２０２５年１２月１日を効力発生日（予定）として、株式交換を実施します。な

お、ツルハＨＤは、２０２５年９月１日を効力発生日として、ツルハＨＤ株式１株を５株とする株式分

割を行う予定です。 

③株式交換の効力発生により、イオンが保有するツルハＨＤ株式の議決権割合が５０.９％とならなかっ

た場合には、イオンは、株式交換の効力発生日以後速やかに、ツルハＨＤ株式への公開買付けを開始す

るとともに、公開買付けの決済を行い、イオンが保有するツルハＨＤ株式の議決権割合が５０.９％と

なるよう、ツルハＨＤ株式を取得します。なお、公開買付けは２０２６年１月に完了することを見込ん

でおります。 

④公開買付けの決済後において、イオンが保有するツルハＨＤ株式の議決権割合が５０.９％とならなか

った場合には、イオン及びツルハＨＤは、その対応について別途協議し、合意により決定します。 

 

＜資本業務提携の株式交換などのスキーム＞ 

（ⅰ）本日時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）イオンによるツルハＨＤの持分法適用関連会社化時点 

 

 

 

ウエルシアＨＤ 

その他株主 
イオン 

ツルハＨＤその他株主 

（野村證券を含む、以下同じです。） 

ウエルシアＨＤ ツルハＨＤ 

50.54％ 49.46％ 19.66％ 80.34％ 

ウエルシアＨＤ 

その他株主 
イオン 

ツルハＨＤ 

その他株主 

ウエルシアＨＤ ツルハＨＤ 

50.54％ 49.46％ 26.83％ 73.17％ 
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（ⅲ）本株式交換の効力発生時点（２０２５年１２月１日予定） 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅳ）本公開買付け成立時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）業務提携の内容 

資本業務提携最終契約において、イオン、ツルハＨＤ及びウエルシアＨＤが合意している業務提携の内

容は以下のとおりです。業務提携によるシナジーとして３カ年でおよそ５００億円を見込んでおります。 

（ⅰ）店舗開発、調剤併設化等に関する相互協力 

（ⅱ）商品や電力の仕入れ・開発等の相互協力 

（ⅲ）物流効率化の相互協力 

（ⅳ）決済・ポイントシステム・デジタルマーケティング・保険等に関する提携 

（ｖ）プライベートブランド商品の共同開発や相互供給の推進 

（ⅵ）ＤＸ・ＥＣの推進等に関する相互協力 

（ⅶ）経営ノウハウの交流 

（ⅷ）フード＆ドラッグ業態の研究と推進 

（ⅸ）人材及び人事情報の交流 

イオン、ツルハＨＤ及びウエルシアＨＤは、イオングループ、ツルハグループ及びウエルシアグループ

の経営資源を最大限に活用し、連携することにより、様々な分野でシナジーを発揮して、日本最大のドラ

ッグストア連合体を創成し、圧倒的な競争力の獲得、アジアＮｏ.１のグローバル企業への成長を目指す

とともに、そこで働く従業員の限りない成長機会を創出することを目指すことで、今後のイオングループ、

イオン 
ツルハＨＤその他株主 

（旧ウエルシアＨＤその他株主を含む） 

ウエルシアＨＤ 

ツルハＨＤ 

39.09％ 60.91％ 

100.00％ 

イオン 
ツルハＨＤその他株主 

（旧ウエルシアＨＤその他株主を含む） 

ウエルシアＨＤ 

ツルハＨＤ 

50.90％ 49.10％ 

100.00％ 
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ツルハグループ及びウエルシアグループの中長期的な企業価値の向上を図ることが可能であると考える

に至りました。なお、具体的には、以下のようなシナジーを想定しております。 

（ア）ドミナント戦略の推進・店舗開発ノウハウの共有による収益性の向上（上記（i）） 

イオングループ、ツルハグループ及びウエルシアグループは、ドミナント戦略を推進することで、認

知度の強化による集客の増加、販売促進・配送の効率化によるコスト削減を実現し、収益性の改善を

目指します。 

（イ）海外展開の加速（上記（i）） 

イオングループの海外事業拠点や調達網、システム・ノウハウ、人的資産を利用してツルハＨＤが海

外に出店することで、出店スピードの向上を図ることができ、また、早期に競争力を獲得することが

できると考えています。これにより、ツルハグループ及びウエルシアグループにとって重要な経営課

題である中国・ASEAN 市場への展開を一気に加速することが可能と考えております。 

（ウ）商品等の調達における連携（上記（ⅱ）） 

イオングループ、ツルハグループ及びウエルシアグループ間で商品等の調達における連携（例えば、

合同商談や共同配送、共同販促等）を強化し、競争力向上を目指します。 

（エ）電力の共同調達によるコスト削減（上記（ⅱ）） 

イオングループ、ツルハグループ及びウエルシアグループの間で、電力の共同調達等に取り組むこと

で、コスト低減を目指します。 

（オ）共同配送による配送ルートの最適化、配送コストの削減（上記（ⅲ）） 

共同配送や配送センターの共同利用等により物流効率を最適化し、また、将来的にはイオングループ

の物流機能との連携を進めることで、配送コストの削減につながると考えております。 

（カ）ＰＢ商品の開発加速・品揃え強化による収益改善（上記（ⅴ）） 

イオングループ、ツルハグループ及びウエルシアグループは、商品開発に係る連携（たとえば、商品

の共同企画・開発、共同マーケティングなど）を強化し、ＰＢ商品を拡大することで、価格・価値訴

求力を高め、お客さまの来店頻度の向上を目指します。 

（キ）調剤薬局事業における既存事業強化・新規事業展開による売上増（上記（ⅶ）） 

イオングループ、ツルハグループ及びウエルシアグループ間で、調剤業務や医院誘致のオペレーショ

ンのノウハウの共有・地域ごとの調剤戦略の最適化を通じ、既存事業の売上増加やコスト削減が可能

と考えております。 

 

Ⅲ．経営統合の推進体制及びツルハＨＤの経営体制 

（１）２０２５年４月以降、連結子会社化完了までの推進体制 

イオン、ツルハＨＤ及びウエルシアＨＤは、資本業務提携最終契約に係る資本業務提携の目的を実現す

るため、以下の推進体制を設けます。 

①ステアリングコミッティの設置 

業務提携の推進、協業実現に関する事項について、意見交換を行い、業務提携の実績管理、協議事項

その他の資本業務提携に係る事業の推進のために全当事者が必要と認める事項の検討、議論を行うため

の会合として、ステアリングコミッティを設置し、資本業務提携最終契約締結日以降も、公開買付けの

決済開始日又は資本業務提携最終契約が終了する日のいずれか早い日までの間、協議会を３カ月に１回

を目安として継続して開催します。ステアリングコミッティの具体的な運営方法、協議事項及び構成員

等の詳細については、別途イオン、ツルハＨＤ及びウエルシアＨＤの間で誠実に協議し、合意により決

定します。ステアリングコミッティは、イオン、ツルハＨＤ及びウエルシアＨＤの社長を中心として構

成することを想定しています。 
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②中期経営計画策定委員会 

資本業務提携完了後の統合会社であるツルハＨＤの中期経営計画に関わる方針策定、２０２７年２月

期からの３カ年を基本とする数値目標の設定及び各事業分野における目標設定に関する協議、検討を目

的とする中期経営計画策定委員会を設置します。中期経営計画策定委員会の下に、サプライチェーン、

ITシステム、決済・ポイント、調剤、店舗開発、海外戦略等のテーマ別に分科会を設置し、シナジーの

創出に向けて実務的な検討を行います。 

③シナジー創出における商品・物流関係機能の中核子会社の活用 

ツルハＨＤの子会社である株式会社ツルハグループマーチャンダイジング（以下「ＴＧＭＤ」といい

ます。）を、資本業務提携による商品・物流のシナジー創出における中核と位置づけ、ウエルシアグルー

プからＴＧＭＤに対し、ウエルシアグループにおける商品・物流等の機能及び人員の全部又は一部を移

管します。また、株式交換後、ＴＧＭＤの取締役は、ツルハＨＤとウエルシアＨＤから複数名を選任す

るとともに、両社より選任された取締役からそれぞれ１名を代表取締役とする予定です。 

なお、イオン、ツルハＨＤ及びウエルシアＨＤは、ＴＧＭＤによるシナジー創出について、実現時期

及び規模を別途協議のうえ、中期経営計画策定委員会及びその下に設置するサプライ分科会と連携して

検討します。 

④統合会社（ツルハＨＤ）の経営体制 

経営統合を含む資本業務提携の実施後も、ツルハＨＤの取締役は、引き続き上場会社としての自立性・

独立性に基づき、独立社外取締役が過半数を占め、かつ、議長が独立社外取締役であるツルハＨＤが設

置する指名報酬委員会の答申を踏まえて、ツルハＨＤが役員選任に係る会社提案を行い、イオンは、ツ

ルハＨＤの企業価値を毀損することが明らかであると客観的かつ合理的に判断される場合を除き、ツル

ハＨＤの当該会社提案を尊重し、当該役員の選任に係る株主総会において賛成の議決権行使を行います。 

なお、株式交換後、ウエルシアＨＤの役職員から２名が、統合会社（ツルハＨＤ）の取締役に選任す

ることが予定されております。当該取締役を含む株式交換後のツルハＨＤの取締役の選任に係る議案は、

ツルハＨＤにおいて２０２５年５月２６日に開催予定の定時株主総会において付議することを予定し

ております。詳細については、ツルハＨＤ及びウエルシアＨＤが本日付で公表した「株式会社ツルハホ

ールディングスとウエルシアホールディングス株式会社の経営統合に関する株式交換契約の締結に関

するお知らせ」をご参照ください。 

 

（２）連結子会社化完了以降の経営体制 

連結子会社化以降も、ツルハＨＤは上場を維持しますので、引き続き上場会社としての自立性・独立性

に基づき、指名報酬委員会の答申を踏まえて取締役を選任します。なお、ツルハＨＤは、連結子会社化後

の定時株主総会において、イオンが指名する非業務執行取締役１名の選任議案を、指名報酬委員会の答申

を経たうえで、付議します。 

なお、２０２５年１２月以降の経営体制については、２兆円を超える規模の売上高を有する日本最大の

ドラッグストア連合体として、また、アジアＮｏ.１のグローバル企業への成長を目指す企業として、最適

な経営体制を構築していきます。 
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＜ ご 参 考 ＞ 

 

 

 

※詳細についてはイオン㈱のホームページに掲載している適時開示をご確認ください。  

以下のＵＲＬよりご覧いただけます。 

https://www.aeon.info/ir/ 

https://www.aeon.info/ir/

